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小さいからこそ輝く自治体

「平成の大合併」から１５年以上が過ぎ、大規模
な合併をした自治体では、役場がなくなった周辺
部の地域経済の衰退と人口急減、地域社会の疲弊
が目立ってきています。これに対して、前回紹介
した「小さくても輝く自治体フォーラムの会」に
参加する小規模自治体の元気さが目立ちます。
このフォーラムの会に参加している自治体の首
長や議員のみなさんは、単に市町村合併や道州制
といった地方制度改革に反対の意見表明をするだ
けでなく、住民本位の地域づくりの経験交流を続
けてきました。
長年にわたり、人口定住対策を自治体と住民が
共同でとりくんで、人口を維持、増加させている
自治体も少なくありません。北海道東川町、長野
県原村、島根県海士町、宮崎県綾町などはその一
例ですし、合計特殊出生率が大都市圏よりも高い
ところが多くなっています。例えば、岡山県奈義
町では、２０１４年に合計特殊出生率は２．８１と全国最
高水準に達しています。奈義町では、町長や町議
会議員さんが、毎回、フォーラムに参加し、全国
の先進的なとりくみから学び、移住、子育て、就
業、地域産業づくり、高齢者福祉の各分野におい
て、住民と協力しながら奈義町にふさわしい施策
を工夫してきており、それが実を結んでいます。
昨年来のコロナ禍のなかで、小さな自治体の優
位性が一段と際立ってきています。例えば、１０万
円の特別定額給付金の給付率をみると、民間企業
に業務委託した大阪市では昨年 ６月末時点でわず
か ３％にとどまっていましたが、北海道東川町で
はなんと政府が補正予算を決定した日には全員へ
の給付を終えていました。自治体と取り引きして

いる地域金融機関の協力を得て、いち早く対応す
ることができたのです。また、ワクチン接種では、
東京や大阪など大都市地域で予約システムが混乱
し、とくにネットを使えない高齢者のみなさんが
「ワクチン難民」状態となりました。他方、住民
投票で自立を決めた京都府伊根町では住民の意向
をききながら地域別に接種日を決めて混乱なくす
すめ、 ６月中には希望する住民全員への接種が完
了すると伝えられています。住民のいのちにかか
わる緊急時において、憲法に基づき「公共」とし
ての真の役割を果たした小さな自治体は、まさに
「小さいからこそ輝く自治体」だといえます。

大規模自治体における地域自治組織制度

「平成の大合併」の際に、政府は、合併される
周辺町村の自治体関係者や住民の声をとり入れて、
合併反対の声を抑えるための地方自治法の改正を
行いました（２００４年）。これによって、市町村合併
で役場がなくなるところで、旧町村単位に、地域
自治組織を創設し、地域自治区をおいて、そこに
区長、地域協議会、支所の設置を行えるようにし
ました。合併をすすめるために当座しのぎでつく
った地域自治組織制度の多くは、合併後１５年経過
するなかで廃止されてしまいました。
しかし、例えば新潟県上越市では、当初、旧町
村だけに設置していた地域自治区を、その後旧上
越市内にも拡張し、現在２８地域自治区を条例によ
って設置・恒久化しています。旧上越市では、昭
和の合併で統合された旧町村の範域に設置してい
ます。それは、各分野の住民の顔が相互にわかる
生活領域だからです。しかも、上越市では地域自
治区の地域協議会の委員は、公募公選制で選ばれ
ています。定数を超えると選挙が行われます。現
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在、市議会議員定数の１０倍を超える３８２人の市民
が参画しています。女性も多く選任されています。
また、上越市では２０１０年度から地域活動支援事
業を開始しました。総額 ２億円で、 １区あたり
５００万～１４００万円が人口に応じて分配され、地域
協議会の議論を経て、ハード整備、ソフト事業問
わず、自由に活用できるものです。住民団体や個
人が提案した案件のなかから、地域協議会がいく
つか選定し、事務的には支所が担当するというも
のです。地方交付税交付金の合併特例が減額され
るなかで、支所が統合されつつありますが、地域
自治区制度そのものは維持されています。
なぜ、上越市ではこのような制度ができたので
しょうか。それは、「平成の大合併」によって
１０００平方キロメートルの面積に２０万人のひとびと
が住む広域都市ができたのですが、例えば毎年豪
雪が降る地域と日本海側に面して雪が積もらない
地域とが併存しており、「除雪費」を計上しても
その使途については地域性が強いことが問題にな
ったからです。そこで地域の個性、行政需要の特
質に合わせ、予算も人も地域自治区に「分権」化
した方が住民の利益になると考えたわけです。
ワクチン接種においても、上越市は比較的順調
にすすんでいると報道されています。市内をいく
つかの地区に分けて接種会場を決めて、住民に接
種日を通知し、そこで接種するという方法をとっ
ているのですが、予約やその変更については地域
自治区の支所でも取り扱っており、住民にとって
は安心できる仕組みになっています。

政令市における地域自治組織

０４年の地方自治法改正では、政令市においても、
区及び区内の任意の範囲（例えば学区）で地域自
治組織の設置を可能としました。これに基づいて、
０７年 ４ 月から、新たに政令市となった新潟市およ
び浜松市で創設されました。両市とも、周辺市町
村が、地域の自律性を確保した合併を求めたため、
新潟市では区単位に、さらに浜松市では区単位の
区協議会に加え、北部の天竜区などで旧町村単位
にも地域協議会を設置しました。
新潟市では、公募によって市民が区自治協議会
委員になり、意見表明することが可能となり、市
長に対して小学校の統廃合案の反対表明をするこ

とも行われました。実は上越市と同様、地方自治
法に基づく地域自治組織は、市長の諮問機関であ
り、地域協議会での意見を市長は尊重することが
求められていました。議会とは異なるもう一つの
住民自治の実現ルートになったのです。
ところが、その後浜松市と新潟市において、こ
の地域自治組織を廃止したり、有名無実化する動
きが、市当局サイドから出てきました。浜松市で
は、行政改革を求める浜松財界の提案によって、
区の下におかれた旧市町村単位の地域協議会の廃
止が決定されます。併せて、区が多すぎるとして
区の統合まで進言しています。その中心人物は、
自動車メーカー「スズキ」の鈴木修会長でした。
彼は、合併で大きくなった行財政の「選択と集中」
をもっとすすめるべきだとし、水道の民営化やス
ーパーシティを積極的に推進する浜松市政の御意
見番となっています。
また、新潟市では、１８年夏、唐突に新潟市と市
議会多数派が区自治協議会の設置条例を改悪し、
協議会の権能を弱体化し、地方自治法に基づく地
域自治組織ではなく、単なるまちづくり協議会に
してしまいました。
両市とも、市長に対して、法に基づいてきちん
と住民が意見を表明することができる地域自治組
織制度が、市が推進しようとしている大型開発や
水道はじめ公共施設の「民営化」にとって「邪魔
者」として映っているようです。大都市ほど、大
規模開発がしやすく、かつ住民の市政参加や投票
率が低迷する傾向にあります。自治体が住民のも
のではなく、一部の政治家や企業のものになって
いることが大きな問題であり、自治体のあり方を
めぐるせめぎ合いが続いているといえます。

図　上越市の地域自治組織の概要（上越市　ホームページによる）
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